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東海東京フィナンシャル・グループの特徴

地銀戦略
提携合弁証券7社

富裕層ビジネス

東海地域での
ブランド力

デジタライゼーション
の推進

多様なビジネス
ポートフォリオ

教育体制の
充実

の強み

ハイレベルな
トレーディング力

純資産
1,864億円

時価総額
1,422億円

従業員数
2,837人

店舗数
131店舗

東海東京証券単体：64店舗
提携合弁証券：62拠点
丸八証券：5拠点

※2024年1月末時点
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アライアンス戦略（提携合弁証券）

とちぎんTT証券
ワイエム証券

西日本シティTT証券

浜銀TT証券

池田泉州TT証券

ほくほくTT証券

十六TT証券

東海東京証券

提携合弁証券 預り資産推移
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オルクドール戦略

名古屋オルクドール開業
（2016年3月）

東京・日本橋
オルクドールTOKYO開業
（2019年4月）

オルクドールAOYAMA開業
（2024年2月9日）

（13階）

（12階）
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オルクドール預り資産・メンバー数

3,302

7,107

2,436 2,253 2,621 2,844 3,054 2,905 2,869 3,205 3,584
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12月

預かり資産－オルクドール(東京)

預かり資産－オルクドール(名古屋)

（億円）

2,190 
（うち東京726）

2,273 
（うち東京784）

2,340 
（うち東京838）

2,476 
(うち東京927)

2,633 
(うち東京1,021)

2,757 
（うち東京1,096)

2,885 
(うち東京1,181)

3,023 
(うち東京1,272)

3,224 
（うち東京1,413）

オルクドール・メンバー数
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市場部門
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DX

CHEER証券

3年連続DX銘柄への選定

TTデジタル・
プラットフォーム

(地域創生)

東海東京デジタルNewワールド

NFT

送金
決済STO

地域
通貨
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主要指数の比較
 預り資産

常に躍進を

常に革新を

東海東京FH
（連結）

準大手証券
A社（連結）

大手証券
B社(単体)

6.0
4.9

54.6

東海東京FH
（連結）

準大手証券
（連結）

大手証券
B社(単体)

9.6
7.5

82.3+61%
+55%

+51%

2015年3月末 2024年9月末

(単位:兆円） (単位:兆円）

 経常利益

5年累計累計
（2015年3月期～2019年3月期）

10年累計(2015年3月期～2024年3月期※1）

東海東京FH
（連結）

準大手証券
（連結）

大手証券
B社(単体)

789 757
4,805

東海東京FH
（連結）

準大手証券
（連結）

大手証券
B社(単体)

1,280
1,129

7,415+62%
+49%

＋54%(単位:億円） (単位:億円）
※1 2024年3月期は第2Q累積を年ベースで経常



9

資産純増/同業他社比
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（億円）
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ビジネス環境の大転換期

脱炭素・DX

イノベーション スタートアップ

人的投資
（資産所得倍増）

資産所得倍増 新NISA

岸田政権の新しい資本主義

写真：アフロ
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ビジネス環境の大転換期
● 日米の株価推移

日本の注目要因
中国投資
からの流入

新しい
資本主義

東証・資本効率
改善提案

金融緩和
政策の継続

デフレ脱却

バフェット効果

企業業績

株安・円安
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ビジネス環境の大転換期

群雄割拠の時代 再編・統合の時代

×

5割弱出資



13

ビジネス環境の大転換期

現状

中期経営計画
2027

異次元の世界

New WorldPowerful Partners

Next Stage
金融力の強化

New Bonanza
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金融力の強化

金融力の強化

提携合弁証券

法人

個人営業

生産性革命

市場部門
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ゆうちょ銀行との提携

東海東京FG ゆうちょ銀行

スタートアップ支援 地方創生支援

オープンイノベーショ
ンカレッジ

ポータルアプリ

デジタルアプリ

デジタル通貨
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Powerful Partnersとの提携

東海東京FG Powerful
Partners

生命保険 ノンバンク

通信 電力
流通

銀行
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New Bonanza

運用会社 デジタルバンク

New Bonanza
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グループKGI・KPI・配当金

→ 中計KGIROE12%の達成
→ 連結配当性向を 50％以上または１株当たり年間配当金を 24 円以上のいずれか高いものを配当基準と致します。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

2027年3月期

財
務l KPI

金融力の強化

預り金融資産

ROE

Group KGI

グループKGI

年間配当（中間配当）

経常利益

年間配当

12兆円

12%

300億円

24円または
配当性向
50%以上



代表取締役社長
合田 一朗

2024年2月2日

東海東京フィナンシャル・ホールディングス

個人投資家向け会社説明会



1

当社グループの業績推移

Ⅰ.当社グループの業績と特徴

（百万円）

3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

営業収益 21,528 18,904 18,460 20,175 17,746 16,999 21,205 22,269 21,116 56,383 64,590 -5% 15%
純営業収益 20,936 17,885 17,621 18,979 16,975 16,022 20,615 21,588 20,538 53,575 62,742 -5% 17%
　販売費･一般管理費 17,296 17,298 16,912 16,906 16,214 16,405 17,121 17,840 17,278 50,033 52,240 -3% 4%
　（営業収益＝100） 80 92 92 84 91 97 81 80 82 89 81 - -
営業利益 3,640 586 708 2,072 761 -382 3,494 3,747 3,259 3,542 10,501 -13% 196%
　営業外収益 441 1,286 616 606 154 2,842 740 484 -42 1,377 1,182 - -14%
　営業外費用 3 84 124 238 315 354 230 -20 6 678 216 - -68%
経常利益 4,077 1,789 1,200 2,441 600 2,104 4,004 4,252 3,210 4,241 11,467 -24% 170%
（営業収益＝100） 19 9 7 12 3 12 19 19 15 8 18 - -
　特別利益 - 89 54 -0 -0 123 244 2 547 54 794 - -
　特別損失 343 538 - 377 -37 83 369 27 159 340 555 491% 63%
税金等調整前当期純利益 3,733 1,340 1,255 2,062 637 2,144 3,879 4,228 3,598 3,955 11,706 -15% 196%
（営業収益＝100） 17 7 7 10 4 13 18 19 17 7 18 - -
　法人税等合計 1,146 520 450 907 617 1,414 1,256 1,163 1,264 1,975 3,684 9% 87%
非支配株主に帰属する四半期純利益 238 -71 703 442 -502 113 624 438 -165 642 897 - 40%
（営業収益＝100） 1 -0 4 2 -3 1 3 2 -1 1 1 - -
親会社株主に帰属する四半期純利益 2,348 891 101 713 521 616 1,998 2,626 2,498 1,336 7,123 -5% 433%
（営業収益＝100） 11 5 1 4 3 4 9 12 12 2 11 - -

前四半期比
増減

前年同期比
（累計）

増減

2023年
3月期

3Q累計

2023年3月期 2024年3月期2022年3月期 2024年
3月期
3Q累計

特徴

（２）グループ各社の業績
①提携合弁証券の回復
②DXの先行投資

（１）ＴＴＳＣの業績回復 （３）経費の上昇
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2022年3月期

TTSC 69％ TTSC 78％

2024年3月期第3四半期累計

Ⅰー（１）ＴＴＳＣの業績回復

比例合算による営業収益イメージ
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マーケット＆プラットフォーム部門収益個人営業部門収益

法人部門収益

Ⅰー（１）ＴＴＳＣの業績回復
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順位 引受会社 件数 金額（百万円） シェア（％）

1 SMBC日興証券 46 75,330 23.1
2 野村證券 34 69,654 21.4
3 大和証券 35 46,671 14.3
4 三菱UFJモルガン・スタンレー証券 25 37,874 11.6
5 みずほ証券 36 35,098 10.8
6 SBI証券 74 33,426 10.3
7 楽天証券 49 7,301 2.2
8 ゴールドマン・サックス証券 3 5,654 1.7
9 東海東京証券 19 5,020 1.5

10 岡三証券 40 2,552 0.8

IPO引受額ランキング 2023年4月～2023年12月

※キャピタルアイ・ニュースより弊社作成

投資銀行部門収益

2024年3月期 総合、引受額ランキング 2023年4月～2023年12月

※キャピタルアイ・ニュースより弊社作成
※普通社債+投資法人債+財投機関債等+地方債等（主幹事型）+非居住者円債

Ⅰー（１）ＴＴＳＣの業績回復

順位 引受会社 件数 金額（百万円） シェア（％）

1 みずほ 554 3,555,390 21.8
2 野村 539 3,169,520 19.4
3 大和 481 2,851,925 17.5
4 三菱UFJモルガン・スタンレー 471 2,802,280 17.1
5 SMBC日興 485 2,756,620 16.9
6 東海東京 129 273,640 1.7
7 ゴールドマン・サックス 46 196,300 1.2
8 BofA 38 192,000 1.2
9 岡三 99 175,115 1.1

10 SBI 38 118,600 0.7
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グループ各社の経常損益

※CHEER証券、TTデジタル・プラットフォームの経常損益およびお金のデザイン、Hash DasH Holdings、Digital Platformer の持分法投資損益を合計

前年同期比

(累計)
（百万円） 増減

　東海東京証券 3,195 1,443 784 988 1,189 38 3,736 3,928 3,671 2,962 11,336 -7% 283%
　提携合弁証券（JV） 533 65 129 88 -53 -33 268 274 230 165 773 -16% 368%

　東海東京グローバル・インベストメンツ 84 -209 -195 779 260 1,709 164 254 -14 845 403 - -52%

   エース証券 305 -47 -3 - - - - - - -3 - - -
   丸八証券 200 63 49 22 52 4 169 211 140 124 522 -34% 321%
　保険（ETERNAL、メビウス） 159 220 138 213 219 243 168 241 209 572 618 -13% 8%
　M&A（ピナクル、PTTS、マフォロバ） 19 -59 -54 10 50 -45 -60 125 67 6 132 -46% -
　デジタル(子会社+持分法損益）※ -490 -442 -562 -709 -790 -788 -823 -736 -792 -2,062 -2,352 - -
　その他 68 755 913 1,047 -330 975 379 -45 -300 1,631 33 - -98%

連結経常損益計 4,077 1,789 1,200 2,441 600 2,104 4,004 4,252 3,210 4,241 11,467 -25% 170%

前四半期比
増減

2023年
3月期

3Q累計

2024年
3月期
3Q累計

2024年3月期

3Q3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2022年3月期 2023年3月期

Ⅰ－（２）グループ各社の業績
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提携合弁証券：商品別収益

8,627 

6,362 
6,083 6,219 

5,314 5,464 

6,897 6,961 6,646 

0

2,000
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10,000
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2023年3月期 2024年3月期

（百万円）

日本株 外国株 国内債 外債・仕組債 投信 その他 JV7社 全社収益計
2022年3月期

Ⅰ－（２）グループ各社の業績 ｜ 提携合弁証券の回復
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組織・機能

情報

商品

効率化

提携合弁証券の収益力強化（プラットフォーム戦略とセグメント戦略の融合）

A&Qシステム
（コールセンター）
（AIチャットボット）

（コンテンツ）
（コミュニティ）

対面

ネット
＆

コール

NISA

職域

保険

投資

超富裕層
（5億円以上）

富裕層
（1億円以上5億円未満）

準富裕層
（5千万円以上1億円未満）

アッパーマス層
（3千万円以上5千万円未満）

マス層
（3千万円未満）

JV顧客層

コスト志向の強い顧客

対面によるコンサルティング
が適切な顧客

Ⅰ－（２）グループ各社の業績 ｜ 提携合弁証券の回復
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DXの収益化のスピード不足 DXのコスト回収

生保

都市銀行

地銀

ゆうちょ 職域取引先

事業会社

学校法人

自治体
Powerful Partnersとの提携・連携モデルの実現

グループとしての金融力強化への貢献

Ⅰ－（２）グループ各社の業績 ｜ DXの先行投資

STOビジネス

・デジタル商品券
・ブロックチェーン技術
・地域創生アプリ
・職域アプリ

・ロボットアドバイザー
・ラップ運用
・私募投信

スマホ専業証券
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販売費及び一般管理費

8,173 8,061 7,590 8,061 
7,576 

7,607 8,032 8,739 8,022 

2,253 2,292 2,177 2,030 2,086 2,341 2,284 
2,169 2,095 

758 754 712 821 862 884 839 
863 882 

17,296 17,298 16,912 16,906 16,214 16,405 
17,121 17,840 17,278 

0
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10,000

15,000

20,000
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2023年3月期 2024年3月期

（百万円）

取引関係費 人件費 不動産関係費 事務費 減価償却費 その他 販売費･一般管理費計

2022年3月期

Ⅰ－（３）経費の上昇
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生産性向上に向けた取組み

シェアードサービス部の設置
生産性向上

DX活用による業務の効率化

店舗の再編

【KPI】
安定収益/固定費カバー率

２０％

AI/DXの活用

関係会社の効率化

拠点効率化

経費削減：10％削減

Ⅰ－（３）経費の上昇 ｜ 生産性向上
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関係会社の再編

（2023年9月30日現在）

持株会社（上場会社）
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

連結子会社 持分法適用関連会社

東
海
東
京
証
券
ア
メ
リ
カ

東
海
東
京
証
券
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

東
海
東
京
証
券
香
港

東
海
東
京
グ
ロ
ー
バ
ル
・
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ツ

メ
ビ
ウ
ス

ピ
ナ
ク
ル
Ｔ
Ｔ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

ピ
ナ
ク
ル

東
海
東
京
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

Ｔ
Ｔ
デ
ジ
タ
ル
・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

東
海
東
京
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス

東
海
東
京
サ
ー
ビ
ス

東
海
東
京
ウ
ェ
ル
ス
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

東
海
東
京
調
査
セ
ン
タ
ー

東
海
東
京
ア
カ
デ
ミ
ー

東
海
東
京
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト

東
海
東
京
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

東
海
東
京
証
券 

Ｅ
Ｔ
Ｅ
Ｒ
Ｎ
Ａ
Ｌ

ワ
イ
エ
ム
証
券

浜
銀
Ｔ
Ｔ
証
券

西
日
本
シ
テ
ィ
Ｔ
Ｔ
証
券

池
田
泉
州
Ｔ
Ｔ
証
券

ほ
く
ほ
く
Ｔ
Ｔ
証
券

と
ち
ぎ
ん
Ｔ
Ｔ
証
券

十
六
Ｔ
Ｔ
証
券

お
金
の
デ
ザ
イ
ン

オ
ー
ル
ニ
ッ
ポ
ン
・
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

フ
ィ
リ
ッ
プ
東
海
東
京
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｅ
Ｒ
証
券

マ
フ
ォ
ロ
バ

丸
八
証
券

東海東京アセットマネジメント
（持分法適用関連会社へ）

東海東京フィナンシャル・ホールディングス

2023年 12月

×
東海東京アカデミー

東海東京調査センター

2024年 ３月

Ⅰ－（３）経費の上昇 ｜ 関係会社の再編
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Ⅱ. サステナビリティの取組み

当社グループはサステナビリティの重要性を認識し、持続可能な社会の実現に向け、事業活動を通じ、
環境・社会課題に積極的に取り組んでいます。

お客様の資産形成のサポート、SDGs債の引受増加、温室効果ガス排出量のネットゼロ宣言、社員のウェルビーイングの
実現サポート、などの取り組みが認められ、以下の認証・表彰を受けています。

サステナビリティ経営の実践

ESG指数への選定 主な認証・表彰



13

TTSC・JV
（配当による資本回収）

出資会社
（上場、売却による回収）

関係会社
（統廃合等による資本回収）

配当政策

①親会社に帰属する連結純利益に基づく配当性向を50％以上とする
②年間配当額を24円以上とする

上記のいずれか高いものを配当基準とする。
なお、当該方針は現在の中期経営計画終了時点まで（2027年3月期）とする。

＜配当方針＞

グループの資本状況（2023年12月末）

投資政策

株主優待

連結純資産 1,852億円

資本強化

中核証券事業1,328億円

デジタル事業77億円

資本余力
447億円

Ⅲ.資本政策・株主還元

資本強化策

活用中の資本 1,405億円



代表取締役社長
北川 尚子

2024年2月2日

東海東京証券株式会社

個人投資家向け会社説明会



Ⅰ．東海東京証券のビジネスモデル

Ⅱ．セグメント戦略

Ⅱ－１. オルクドール戦略

Ⅱ－２. マスアフルエント戦略

Ⅱ－３. マス→マスアフルエント戦略

Ⅲ．目指す姿

1

目次



Ⅰ．東海東京証券のビジネスモデル

2



2024年3月期第3Q決算
セグメント別（単体）

2024年3月期第3Q決算
営業収益（単体）

Ⅰ．東海東京証券のビジネスモデル

3

3%

3%

6%

27%

62%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

IB

その他

法人営業

マーケット

個人営業

0% 20% 40% 60%

金融収益

受入手数料

トレーディング損益

2%

7%

50%

11%
募集
10%

委託20%

債券22%株券28%

その他受入手数料

43%



Ⅱ．セグメント戦略

4



678兆円
（4,213.2万世帯）

332兆円
（726.3万世帯）

258兆円
（325.4万世帯）

259兆円
（139.5万世帯）

105兆円
（9.0万世帯）

超富裕層
（5億円以上）

富裕層
（1億円以上5億円未満）

準富裕層
（5千万円以上1億円未満）

アッパーマス層
（3千万円以上5千万円未満）

マス層
（3千万円未満）

世帯の純金融資産保有額（2021年）

マスアフルエント戦略

ネット＆コール戦略

➢ 各カンパニーごとに対象セグメントとミッションを明確化し、対面とデジタルを駆使し的確な商品・サービスを供給
➢ 特に世帯金融資産3,000万円以上1億円未満のマスアフルエント層を中心に注力

590兆円
（36％）
1051.7万世帯
（19.4%）

金融資産ごとに顧客セグメントを整理しアプローチ

オルクドール戦略

Ⅱ．セグメント戦略
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コンサルティング営業
コミュニティ
サポート

プラチナの風

ポートフォリオ営業

オルクドール戦略

財産診断

ローン 一任

ポートフォリオ

投資

相続

不動産

保険

オルクサロン

イベント

OIC

スタートアップ
コミュニティ

経営者
コミュニティ

アート
コミュニティ

女性
コミュニティ

レストラン

Ⅱ－１．オルクドール戦略
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2,668 2,401 2,253
2,844 2,905 3,205 3,524

741 880

1,758
2,309

3,127
3,422

4,192 4,371 4,387 

6,641 

7,930 

10,044 

11,327 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/３期 2022/3期 2023/3期 2023/9期

預り資産－オルクドール(名古屋) 預り資産－オルクドール(東京)

預り資産－ウェルスマネジメントカンパニー

1,361 

2,119 
2,273 

2,476 
2,757 

3,023 
3,155 

オルクドール・メンバー数

Ⅱ－１．オルクドール戦略

➢ 従来の金融商品売買による手数料以外のソリューション提供による収益など多様化も加速
➢ 信頼と収益の源泉となる預り資産についても、1兆円を突破し堅調な拡大を継続

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2023/9期

国内株 外国株 外債 仕組債

国内債 投信 証券担保ローン その他

収益推移 ウェルスマネジメントカンパニーの預り資産残高とオルクドールメンバー数の推移

オルクドール開設以来、順調な成長を実現

(百万円) (億円)

2,472

2,960

3,382

4,265

5,198

4,640

3,048

証券担保ローンによる
利息収入計上も開始

(2020/3期よりサービス開始)

進行期で更なる上積みを見込む

33

53 54

61

69
75

79
所属員数

7



Ⅱ－１．オルクドール戦略

名古屋

東京・日本橋

開設：2016年3月

開設：2019年4月

東京・青山

オルクドール・サロンAOYAMA（2024年2月9日オープン）

8



当社リソースに加えて、外部提携も加速しスタートアップの創業から支援を実施する

ジュネス
（JEUNESSE）

メンバー

オルクドール
AOYAMA
メンバー

Ⅱ－１．オルクドール戦略

起業家教育
壁打ち
市場調査
ピッチ

etc.

マーケティング支援
人材支援
ピッチ

販路開拓支援
資金調達支援

etc.

マーケティング支援
人材支援
ピッチ

販路拡大支援
事業会社の斡旋
資金調達支援

etc.

上場準備
M&A

販路拡大支援
事業会社の斡旋

etc.

上場支援
M&A

IR支援
etc.

起業準備 シード ミドル レーター IPO・M&A ～ Postアーリ―

資本政策
機関設計

財務・労務関係
上場準備

M&A
販路拡大支援

etc.

エクイティ
ファイナンス

M&A
社債発行

TOB
IR支援

etc.
デットファイナンス機能も提供
（VC・銀行との連携）

9

スタートアップ支援室

人材紹介

販路拡大/
海外支援

政府・
自治体

メディア

IPO/EXIT支援

投資家

学術機関

士業

当社現在形



ジュネスメンバー

青山スタートアップエコシステム

IPO

ユニコーン

M&A

日本橋名古屋

➢ オルクドールを活用した独自のスタートアップエコシステムを構築

➢ 様々な出会いからイノベーションが生まれるエキサイティングなスタートアップサロンへ

オルクドール
メンバー

先輩経営者として支援

（出資・協業・メンタリング 等)

青山

Ⅱ－１．オルクドール戦略

オルクドール・サロン
AOYAMA

中部
OIC

オープンイノベーションカレッジ

東京
OIC

大学

商社

VC

サポーター・連携先
Powerful

Partners

士業

スタートアップの

ソーシング 各種支援

様々な出会いによる

セレンディピティ・事業成長

10



678兆円
（4,213.2万世帯）

332兆円
（726.3万世帯）

258兆円
（325.4万世帯）

259兆円
（139.5万世帯）

105兆円
（9.0万世帯）超富裕層

（5億円以上）

富裕層
（1億円以上5億円未満）

準富裕層
（5千万円以上1億円未満）

アッパーマス層
（3千万円以上5千万円未満）

マス層
（3千万円未満）

A&Q
システム

マスアフルエント施策

ポートフォリオ

マーケティング
チーム

Good service

AI

DX
コール
センター

対面

職域

家族

ゴール
ベース

世帯の純金融資産保有額（2021年）

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略
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（出所）（2000年、2019年）総務省「国勢調査」、
（2040年）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」

⚫ 高齢化による構造的課題⚫ インフレによる保有資産の影響

⚫ 物価の上昇
⚫ 高齢化による社会保障費の増加
⚫ 勤労世代の減少による年金財政問題

日本における構造的な課題は避けられず
自身での備えが必要

（出所）日経新聞 2023年3月12日・11月17日記事より抜粋

⚫ 年金財政の構造的課題

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略
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金融資産5千万円以上においても専門家への相談は1割未満。ポートフォリオ運用・マネープラン作成に
おける専門家の関りは限定的。

設問：あなたは現在ポートフォリオ運用を行っていますか。

5%

5%

4%

1%

10%

8%

5%

2%

37%

27%

21%

12%

23%

21%

22%

16%

25%

39%

48%

69%

5,000万円以上

3,000万円以上

5,000万円未満

1,000万円以上

3,000万円未満

1,000万円未満

ポートフォリオ運用の実施状況・意識

316

350

1,437

(ｎ数）

01_金融機関からポートフォリオ運用を提案され実施している
02_自分自身でポートフォリオ運用を行っている
03_ポートフォリオ運用は行っていないが、資産の配分(バランス）には注意している
04_資産の配分（バランス）については、あまり注意していない
05_資産の配分（バランス）については、まったく注意していない

7%

6%

6%

4%

19%

9%

7%

3%

50%

52%

49%

35%

24%

33%

38%

58%

5,000万円以上

3,000万円以上

5,000万円…

1,000万円以上

3,000万円…

1,000万円未満

マネープランの作成の経験
(ｎ数）

1,503

設問：あなたのご家庭（生計を一にするご家族）では、あなた（配偶
者を含む）のマネープランを考えたり作ったりしたことがありますか。

01_専門家に相談して作ったことがある
02_専門家に相談したことはないが、自分で作ったことがある
03_作ったことはないが、漠然と考えたことがある
04_考えたこともない

5,008 5,337

369

322

※NRI生活者1万人アンケート調査（金融編）2022 より

マスアフルエント層の多面的理解

Ⅱ－２．マスアフルエント層データ（金融編）
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・住宅の購入
・子供の教育
・退職期とその後の
ライフスタイル
・相続・生前贈与

・現役時代のライフスタイル継続
・新たな趣味へのチャレンジ

・生前の自分のこと以外
・本人や配偶者の長生きリスク
・残された家族の為の資産形成

老後２０００万円
問題

ライフプランと“ゴール”

豊かな
ライフスタイル

高齢者ならでは
のゴール

現代社会における人生設計

豊かなライフスタイル高齢者の資産形成

顧客とその家族の人生

・受給年齢引上げ
・医療費増
・少子高齢化
・物価上昇

お客様一人ひとりのライフプランやニーズに基づく的確なコンサルティングの実現
資金の最終的な使途やその背景にある目的、深刻な悩み事に遡り目標実現や課題克服を
目指す投資に伴走

ゴール設定
実現したい目標を包括的に特定

実現シナリオの設定
ゴール実現への道筋を提案

投資手段選択と実行
運用商品・銘柄選択

継続的なレビュー
ゴール進捗、修正含め実現まで伴走

ゴールベースシナリオ

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略
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コア資産
（日本では約54％が
預金に凍てつく）

サテライト
資産

やや
保守的

期
待
リ
タ
ー
ン

一定の予見性がある
中長期分散アロケーション

投資で失敗したら人生設計や予定する
大口支出の実現がむずかしくなるコア資産

保守的

普通

やや
積極的

積極的

元本が毀損しても申請設計や予定の
実現への影響が限定的な資金

想定リスク

減らしたくない守りの資産には「長期・安定成長」の見込める運用スタイルが必要
ゴールベースアプローチ・ポートフォリオ提案によるコア資産の獲得を目指す

＜当社における金融資産別平均預り資産/想定預金＞

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略（ポートフォリオ）

サテライト資産



Ⅱ－２．マスアフルエント戦略 ～日米における残高フィービジネスの現状～

日本のファンドラップの推移（残高・件数） 米国におけるラップ残高の推移

日本ではポートフォリオ資産＝ファンドラップが一般的であるが、米国では
SMA/UMA/RA/MFA/RPMと顧客ニーズに合わせ多種多様に波及

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

2

4

6

8

10

12

14

16

契約金額 契約件数

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

SMA UMA RA

MFA RPM MA合計

(出所）Cerulli Associates,Money Management Institute(MMI)のデータから大和総研作成

2Q   2Q
(年）

RPM

MFA

RA

UMA

SMA

2022年 年末残高
(単位：10億㌦)

(契約金額、兆円） (契約件数、万件） (単位:10億ドル）

※SMA・・富裕層向けに運用会社がフルカスタムで運用 UMA・・商品・税制等を総括的に相談可能 RA・・顧客に寄り添った助言のみで最終判断は顧客
MFA・・一般投資家向けに小口化・少額投資が可能 RPM・・投資顧問登録営業員との一任契約
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プライベートラップ
（投資一任）

アクティブファンド
ポートフォリオ
（非一任）

ファンドラップ
（投資一任）

ロボアド
（非一任）

➢年齢や収入・投資に対するヒアリングをもとにファンドを選定

➢個別証券によるポートフォリオ作成

➢インデックス運用を上回るパフォーマンスの投信を選定しポートフォリオ作成
（投信の窓口・推奨ファンドによるポートフォリオ作成）

➢東海東京アセットマネジメントの提供するファンドラップ（インデックスファンド）

バランスファンド
（非一任）

➢ターゲットイヤーファンド・AUMが安定しているバランス型フアンド

個別証券
ポートフォリオ
（非一任）

➢専門家による個別ポートフォリオ作成
（運用アドバイザリー部による管理） 富

裕

層

資

産

形

成

層

「ポートフォリオ資産」のサービスラインナップ

顧客の金融資産・
運用資産等に応じた
セグメントごとのポート
フォリオ資産を提案

米国の拡大例に倣い、資産クラスごとのサービスラインナップを整備

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略（ポートフォリオ）



Ⅱ－２．マスアフルエント戦略（ポートフォリオ）

⚫ ゴールベースアプローチによる伴走とゴール達成を共有

⚫ 相談相手としてのファーストポジションを獲得

⚫ お客様の金融資産とニーズに応じたポートフォリオ提供

マスアフルエント層

将来マスアフルエント層

ロボアド

バランス
ファンド

ファンド
ラップ

アクテイブ
ファンド

ポートフォリオ

富裕層

個別証券
ポートフォリオ

プライベート
ラップ

投
資
初
心
者

職域

SNS
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暮らしのサポート

ファミリーをトータルサポートする一元的サービスの提供

親世代

事業承継対策

不動産対策

相続対策
（終活含む）

東海東京ＦＧ

「プチ贅沢、プチ特別感」
のある会員制サービス

資産承継世代とのリレーション構築

高齢者の見守り、家事
代行、健康相談サービ
スなどのご紹介

士業などの専門業者
のご紹介

有名講師によるセミナーの開催（プチ贅沢なランチ付き）など・・・

子世代

Ⅱ－２．マスアフルエント戦略（Good Service）



莫大なデータから機械学習で
予測構築

DBマーケティングのDX

DX-1

マーケティングオートメーションで
データドリブン施策の自動化

顧客獲得・育成の効率化のDX

DX-3

YouTube、SNSとAIを活用した
認知拡大・市場開拓

市場認知拡大・生成AIによるDX

DX-2

データの確認からデータの探索へ
ビジネスアナリティクスの活用

Analyticsでデータドリブン組織のDX

DX-4

「潜在的新規顧客」

「市場の新規顧客」

の獲得エンジンを稼働

SNSを活用した新たなマーケティング・コミュニティの創設
データ・デジタル・AIを駆使した競争力と効率性の確立

デジタルネイティブ層の獲得と情報発信

● YouTubeの番組生成による投資家への認知拡大
● SNS管理を活用した広告・投稿へのエンゲージ（自社投稿調査）
● SNSリサーチを活用した市場動向・ニーズの調査（国内外の投資リサーチ）

現在地

顧客1人1人に対して、適切なタイミングで適切な情報を提供

顧客1人1人に対して、適切なタイミングで適切な商品を提案

Ⅱ－３．マス マスアフルエント戦略（マーケティングチーム)
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カウンター（窓口）

ガイダンス（案内）
ヘルプ（相談）

A＆Qシステム構想

集 客 ターゲティング 育成＆成長 対面へトスアップ

コミュニティサイト

SNS

ライフプランニングツール

NISAセンター

職域センター

保険センター

投資情報センター

WEB相談

AIコールセンター

AIチャットボット

インバウンド

アウトバウンド

Ⅱ－３．マス マスアフルエント戦略（マーケティングチーム)
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従来の当社モデル

富裕度 高

富裕度 低

リテール

オルクドール

資産形成層

ネット＆コール

マスアフルエント層

富裕層

新たなビジネスモデル

ネット＆コール

A＆Qシステム

資産形成層

富裕度 低

◆ カウンター
◆ ガイダンス
◆ ヘルプ

顧客の金融資産
顧客要望に合わせた

トスアップ

富裕層

オルクドール

富裕度 高

マスアフルエント層

リテール

CHEER証券

コンテンツの閲覧

対面チャネルからの
簡単な問い合わせ

ア
ド
バ
イ
ス
：
不
要

ア
ド
バ
イ
ス
：
要

ア
ド
バ
イ
ス
：
不
要

CHEER証券

デジタル・コールセンター・対面チャネルの構築により全ての人に投資へのアクセスを提供

ア
ド
バ
イ
ス
：
要

Ⅱ－３．マス マスアフルエント戦略（マーケティングチーム)



Ⅲ．目指す姿
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Ⅲ．目 指 す 姿

セグメント戦略、ポートフォリオ営業の推進を図り、預り資産の拡大に
資するビジネスモデルへシフト

24

7,389,948

9,063,215

6,000,000

6,500,000

7,000,000

7,500,000

8,000,000

8,500,000

9,000,000

9,500,000

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

1,673,267

ポートフォリオ残高

357,384(21%)

投資一任残高

90,000(5.5%)
9,063,215

＜預り資産拡大＞

中計最終年度に向け約16,700億円増加のうち、ポートフォリオ資産等による増加は

約4,500億円（約27％）を想定

（百万円）

7,389,948



Ⅲ．目 指 す 姿

安定収益比率、固定費カバー率を向上させ、サスティナブルな経営体質の
構築へ

25
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30.0%

35.0%
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20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
総収入(全社) 安定収益(全社) 安定収益比率(全社) 固定費カバー率(全社)

＜安定収益比率、固定費カバー率推移＞

（百万円）
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